
プロフェッショナルとインフラ型組織

I  は じaめに

過去20年間における日本の職業別雇用者数の推移をみると,「 管理的職業従

事者」の伸びが微増ないし横ばいであるのに対 し,「 専門的 ・技術的職業従事
1)

者」は実数,比 率 とも急速に伸び続け,20年 間で約2.3倍になっている。また,

各種意識調査に表れているように,管 理職よりも専門職への志向が強まってい

る。職業構造や仕事内容の面でも, また意識や志向のレベルでも,組 織中心か

ら仕事中心へと日本人の働き方が変化しつつあるということができる。

筆者は,組 織よりも自分の専門とする仕事に強くコミットし,仕 事をとおし

てキャリアの形成や目的の追求をしていく 「仕事人」について,「 組織人」と

比較しながら,そ の態度,行 動特性などを論じた。そこでは,「 仕事人」を5

つのタイプに類型化しているが,な かでも研究職,建 築士,会 計士などの 「知

的専門職型」は,組 織の外部に準拠集団を有し,専 門の仕事へのコミットメン

トが強い点で 「組織人」と対照的である。

筆者はこれまでの研究のなかで,こ れらの職種に属する者を企業内のプロフ

ェッショナルとして扱い,組 織との統合の枠組みについて理論的 。実証的に研
D

究を重ねてきた。

つ ぎの課題は,彼 らが能力を発揮するためにどのような形態の組織が望 まし

いかについて,組 織構造の面に焦点を当てながら検討 してい くことである。職

1)総 務庁 「労働力調査」。

2)大 田(1997)。

3)大 田 (1993)(1994a)(1994b)(1995)(1996a)。
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種や仕事の内容が異なれば,適 合する組織の形態も自ずと違ってくるからであ

る。

ところで,従 来のマネジメントにおいては,組 織の効率あるいは生産性を強

調するあまりに,個 人の視点,個 の論理を尊重する姿勢に欠けるケースが少な

くなかったように思える。しかし,「 組織における個の尊重」という理念を追

求するうえではもちろんのこと,真 の意味で 「組織と個人の統合」を図るうえ

でも個人の視点についての深い洞察が欠かせない。

とりわけプロフェッショナルの場合,仕 事の性質上,そ の成果は個人の自発

的 ・自律的な能力の発揮に依存する。すなわち,組 織としての目的を追求する

うえでも,個 人の視″点,個 の論理を踏まえておくことが必要なのである。した

がって,組 織の設計に際しては,彼 らが実際にどのような組織を指向している

かを明らかにしておかなければならない。

本稿ではまず,プ ロフェッショナルに適合する組織の特徴を演繹的に推論す

る。つぎに,前 述した 「知的専門職型」の典型であり, また企業内プロフェッ

ショナルの代表的な職種でもある研究職が,実 際にどのような組織を指向して

いるかについて実証的に分析する。

II 企 業内プロフェッショナルの行動原理

1.企 業内プロフェッショナル

プロフェッションならびにプロフェッショナルの概念,特 徴については,職

業社会学の分野を中心に, これまで多くの論者によって述べ られている。

Carr‐Saunders=Wilson(1933),Greenwood(1957),Wilensky(1964)な

どによれば,典 型的なプロフェッションとは,つ ぎのような特徴を備えた職業

である。

①専門的知識あるいは技術に基づいて行われる仕事に従事する職業であるこ

と。なお,そ の専門的知識 ・技術は理論的な基礎を必要とし,そ れは長期の教

育訓練をとおして獲得されるものである。
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②サービスの提供に当たっては,職 業に付随する倫理規範の追守,な らびに

公益への奉仕が求められること。

③これらの能力的及び倫理的基準を維持することを主目的とした職業団体が

存在していること。

④専門性,倫 理性を保証する内的規範が職業の内部に存在しているため,当

該職業に対して独占的な権限が与えられていること。

以上の特徴を備えた職業としては,医 学,聖 職,法 曹,科 学などがあげられ

ていて,こ れ らの職業 は一般 に 「認知 され た専 門職」 (acknowledged

professions),「確立された専門職」(established professions),「完成された専

門職」(full‐prOfessions)などと呼ばれる。そして,こ こに掲げた特徴のうち

い くつ か を欠 く 「準 専 門 職」( s e m i ‐p r O f e s s l o n s ) , 「補 助 専 門職」( p a r a ‐

professions)などとは区別されることが多い。

セミ・プロフェッションやノヾラ ・プロフェッションを含め, ここにあげられ

ているような職業に属する者すなわちプロフェッショナルは,独 立して,あ る

いは病院,協 会,法 律事務所,大 学のような非営利組織において活動するする

のが通例である。

一方,産 業社会においては,こ れらの典型的なプロフェッションのように上

述した特徴のすべてを備えているわけではないが,し くヽつかの点でそれらと類

似した職業が台頭するようになった。こうした背景のなかで,プ ロフェッショ

ンの概念を拡張し,新 しいプロフェッションとして再定義する動きも現れてき

た。

たとえば AbbOtt(1988)は ,プ ロフェッションを 「具体的なケースに対 し

てある抽象的な知識を応用する独 占的な職業集団」 と,極 めて広 く定義 してい

る。筆者は,企 業をはじめ とする 「非専門職組織」を主たる活動の場 とする職

業については,そ の性格上,上 述のような 4条 件は必ずしも必要 とせず,つ ぎ

4)準 専門職,補 助専門職については田尾 (1995)を参照。

5)Abbott(1988)p.8.

6)Etzioni(1962).
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のような特徴を備えているものを企業内プロフェッションとして扱うことが妥
の

当だとの見解をとっている。

まず,専 門的知識 ・技術に基づ く仕事に従事していることである。なおその

知識や技術は,一 定の外部汎用性を備えたものでなければならない。そして,

外部に専門家団体もしくは専門家社会が存在し,何 らかの形で能力その他を評

価するシステムが備わっていることが必要である。

それでは新しいプロフェッショナルには,具 体的にどのような職種が含まれ

るのか。Sharma(1997)は ,Abbottの 定義を援用しながら,会 計(accOunting),

建築 (architecture),工学技術(engineering),法 律 (law),広 告(advertising),

投資金融 (investment banking),経 営コンサルタント (management consult‐

ing)な どを例示している。

ただし彼のリス トは,企 業を顧客 として営業する 「専門職組織」に焦″点が当

てられているため,特 定の職種に限定されていることに注意する必要がある。

したがって,こ こに含まれていない職種をプロフェッショナルの範疇から排除

するものではない。たとえばShapero(1985)が 掲げるプロフェッショナル

の リス トには,デ ザイナー (designer),コ ンピュータの専門家 (computer

specialist),編集者 (editer),ジ ャーナ リス ト (journalist)などが含まれて

いる。

今 日,企 業組織においてはとくに,研 究職,情 報処理技術者,各 種ヨンサル

タント,証 券アナリス ト,デ ィーラー,そ れに法務 ・特許やマーケティングの

専門家といった職種が量的にもまたその占める役割の面でも重要性を増してお

り,そ のマネジメントが大きなテーマとなっている。これらの職種は,前 述し

た 「企業内プロフェッショナル」の条件を一応備えている。したがって,そ れ

らを企業内プロフェッショナル (以下とくに断りのない限り 「プロフェッショ

ナル」は企業内プロフェッショナルを指す)の 代表的な職種として扱うことに

する。

7)大 田(199 3 )。
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2.組 織 ・仕事 との関係

つぎに,プ ロフェッショナルと組織,仕 事 との関係についてみていくことに

したい。

筆者は,企 業の研究職 を中心にした先行研究のサーベイ,な らびに研究職,

情報処理技術者,服 飾デザイナー,お よび建築士を対象に実施 した意識調査の
0

結果から,プ ロフェッショナルが重視する要因をつぎの3種類に分類している。

①高次欲求の充足に直接つながる要因。これは,「 仕事それ自体」,「専門技

術 ・研究分野の発展への貢献」,「学会での評価」,「研究の社会的レベルの高さ」

などである。

②高次欲求充足の条件 となる要因。これは,「 自己のアイデアを実行する自

由」,「独立」,「自律」,「研究成果を発表する自由」,「勤務時間その他管理の柔

軟性」などである。そのほか,予 算,設 備,人 的支援,情 報などがこれに含ま

れると考えられる。

③低次欲求の充足手段となる要因。これは 「給与」,「ボーナス」などである。

なおここでは,給 与やボーナスが能力や業績の指標 としてよりも,Herzberg

の 「衛生要因」に近いものとしてとらえられている。

プロフェッショナルは,① の要因によって,尊 敬 。自尊, 自己実現,達 成の

ような高次の欲求を充足することができる。すなわちそれらは,彼 らの生き甲

斐,働 き甲斐につながる要因であり, 自分の仕事をとおして獲得されるもので

ある。これに対して②は,① を追求するのに必要な要因であり,主 として所属

意識から獲得されるものである。そして③は,生 活の基礎となる要因であり,

②と同様に組織から獲得される。これら3種類の要因は,そ れぞれの性質や,

個人にとっての意味が異なるため,獲 得するために投入される努力の水準も違

ってくる。

ところで, とくに企業のような非専門職組織においては,プ ロフェッショナ

8)大 田(1993)。
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9)

ル個人の目的と組織全体の目的とは必ずしも一致しているとは限らない。その

ため彼らは,仕 事 と組織に対して異なった関わり方をし,そ のなかで上述の要

因をより効率的に充足しようとする。それを図式的に説明するとつぎのように

なる。

Masiowの 欲求階層のうち高次の欲求,あ るいはHerzbergの 「動機づけ要

因」は,そ の性質上, より高い水準で充足するよう個人を動機づける。いわば

際限がないのである。そのため彼らは,① の要因を獲得するため, 自分の仕事

に対して最大限の能力・努力を投入する。一方その条件となる②の要因や,低

次欲求を充足させる③の要因は,必 ずしも努力や業績に比例して与えられると

はいえず, しかも彼らにとって生き甲斐そのものではない。ある水準以上で充

足されることが決定的に重要なのである。したがって彼らは,そ れらの要因を

獲得するのに必要な範囲で能力 ・努力を投入する。

要するに,March=Simon流 にいうならば,プ ロフェッショナルと仕事 と

の関係は最適基準,組 織との関係は満足基準によって支配されていることを意

味する。これが 「プロフェッショナル ・モデル」(あるいは 「仕事人モデル」)で

ある。一方,仕 事よりも組織へのコミットメントが強く所属組織の内部で主要

な欲求を充足する 「組織人」は,組 織との間で最適基準による交換関係を築 く

(組織人モデル)。第 1図 はこれを対比して示したものである。

全国の主要大企業60社に勤務するホワイトカラー700名 (課長以上の役職者

は除く)を 対象にして,筆 者が1994年に実施した調査の分析によると,技 術系

の専門職すなわち研究職,情 報処理技術者,そ れに営業 ・マーケティング,財

務 。経理といった事務系の専門的職種の態度や行動様式は,組 織人モデルより

もプロフェッショナル ・モデルに近いことが判明した。しかも,で きるならい

っそうプロフェッショナル ・モデルに近づきたいという志向をもっていること

も明らかになった。さらにインタビューによると,比 較的規模の大きな組織に

属する経営コンサルタント, コピーライター, ジャーナリストなどにも上述の

9)た とえば Kornhauser(1962);Von Glinow(1983)i Raelin(1985)などを参照。

10)大 田(1994b)。
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第 1図  組 織人モデル とプロフェッシ ョナル ・モデル
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(大田,1994,35,40頁 )
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職種と類似した傾向がうかがえた。

IH イ ンフラ型組織

1.有 機的組織とその限界

プロフェッショナルが能力を発揮し, また企業がそれを活用して利益に結び

つけていくためには,組 織の目的とプロフェッショナル個人の目的を統合しな

ければならない。

組織 と個人の統合に関する代表的な理論 として,Argyris(1957;1964),

McGregor(1960),Likert(1961;1967)な ど,い わゆる 「新人間関係学派」

による研究があげられる。それらに共通するのは,統 合についてのつぎのよう

な考え方である。

人間は,本来もっている能力を最大限に発揮し成長することを望んでいる(自

己実現人仮説)。しかし,職 務が細分化され,権 限や責任が固定的な官僚制組

織では,個 人の能力を十分に活かすことはできない。個人が能力を発揮して成

長し, 自己実現や達成を遂げていくためには,組 織全体 と密接に関係する重要

な仕事に従事 し,全 体の意思決定に参加できること,な らびに大きな責任と権

限を与えられることが必要である。それによって個人は満足が得られ,同 時に

組織は最大限の貢献を引き出すことができる。

このような統合の枠組みを,筆 者は 「直接統合」と読んでいる。直接統合に

おいては,個 人が協働に参加した時″点で,組 織の目的を自己の仕事上の目的と

して受け入れている。

そして,直 接統合のもとでは,有 機的組織が理想とされる。すなわち,全 体

と部分の相互作用,豊 富なコミュニケーション,権 限の委譲,柔 軟な職務形態

などが重視される。

一方,有 機的組織と対照的な官僚制組織 (あるいは機械的組織)は , とくに

プロフェッショナル (ここでは伝統的なプロフェッショナルが念頭に置かれて

いる)に は適合しないものと考えられてきた。また,そ れを裏付けるような実



プロフェッショナルとインフラ型組織   51

証研究もある。それらの研究では官僚制の諸特徴のうち, とくに集権性,公 式

性,非 人格性が,プ ロフェッショナルとしての自律的な活動にとって障害にな

るということに焦点が当てられている。

しかし筆者は,Weberが 掲げる官僚制の特徴のうちとくに専門性,そ れに

個人の自由や権限を制度的に保障する 「立憲的な側面」については,む しろプ

ロフェッショナルにとって重要であるということを理論的 ・実証的に明らかに

した。もっとも実際には,制 度やルールが逆に個人の自律性を束縛する方向に

転化する可能性をもつことは事実であり,赤 岡氏はそれがどちらに働 くかは労

使の交渉力に依存すると主張する。ただ,少 なくとも官僚制には,組 織からの

ア ドホックな要請からプロフェッショナルとしての個人を保護する面があるこ

とは否定できないであろう。

一方有機的組織については,新 人間関係学派に代表されるように肯定的な評

価が多いにもかかわらず,そ れはプロフェッショナルにとってネガティブな側

面も合わせ持っている。とくに, 日本的経営のもとで広 くみられるごとく,組

織主導で 「有機化」が行われた場合,プ ロフェッショナルの活動を妨げる恐れ

がある。

有機的組織は,全 体 と部分の利害一致を前提にしたコミットメントを要求す

るが,前 述したようにプロフェッショナルは,所 属組織に対して限定的,手 段

的に関与しようとする。したがって,前 掲のような有機的組織の諸特徴は,プ

ロフェッショナル個人にとって魅力に乏しいばかりか,場 合によっては専門の

仕事を遂行するうえで妨げになることがある。一般に日本の組織では,専 門の

仕事を遂行することに対する立憲的な保障が不十分なため,組 織主導のもとで

はこのようなマイナス面が顕在化しやすいのである。

11)Scott(1965);Hall(1968).

12)大 田 (1993)。

13)た とえ|ゴRaelin(1985)p.56を参照。

14)赤 岡 (1997)。

15)詳 しくは大田(1996a)を参照。
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要するに,官 僚制組織,有 機的組織とも長所とともに軽視できない短所を抱

えており,そ のままではプロフェッショナルに適合するとはいいがたい。した

がって,新 しい形態の組織が設計されなければならないのである。

2.イ ンフラ型組織の特徴

前述したように,プ ロフェッショナルの場合,組 織の目的と個人の目的は常

に一致するとは限らない。また,能 力を発揮する場所は,必 ずしも組織の内部

に限定されない。そこで必要になるのは,つ ぎのような統合の枠組みである。

個人が専門の仕事のうえで能力を発揮して,市 場その他の社会的要求に直接

応えていく。そこから得られる有形無形の報酬によって個人の目的を達成し,

また組織の利益にも貢献する。これが 「間接統合」の枠組みである。問接統合

のもとでは,組 織目的とは必ずしも一致しない自己の仕事上の目的を追求する

ことが一定の範囲で容認される。ただし,仕 事の成果をとおして組織の利益に

貢献していくことが絶対条件である。

全国の主要企業947社とホワイトカラー700名を対象に,筆 者が1993～94年に

実施した調査の分析によると,技 術系専門職,事 務系専門的職種の双方におい

て,直 接統合より間接統合のもとで組織の成果,個 人の満足度とも有意に高い

という結果が得られた。

前述の定義によるプロフェッショナル的な職種のなかでも,た とえば研究職

は,伝 統的なプロフェッショナルの要件をほぼ備えている。そして,個 人の仕

事が組織の成果に結びつ くプロセスは迂回的である。一方,経 営コンサルタン

トなどは,専 門家団体が未発達であり,ま たその多くがEtzloniのいう専門職

組織で働 くため,組 織成果との結びつきは直接的である。したがって間接統合

の具体的なプロセスには職種間で差異がある。

しかし前述したように,組 織 ・仕事に対してプロフェッショナル ・モデルの

ような関わり方をする (しようとしている)傾 向が多くの職種に共通してみら

16)太 田(1994b)(1995)。
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れる。そこから推論するならば,プ ロフェッショナルに共通して求められてい

るのはつぎのような特徴を備えた組織である。

彼らは,組 織に対して限定的,手 段的に関わろうとしている。したがって,

組織への強いコミットメントが要求されないことが重要である。そして,組 織

全体,す なわち自分の仕事に関係する範囲を超える意思決定に対して参加する

ことが強制されてはならない。

また,彼 らの能力は外部汎用性をもつため, より有利な条件を求めて組織を

移ることもあり得る。したがって移動の際の障害が少ない,オ ープンな組織で

あることが望ましい。

くわえて,官 僚制組織のひとつの特徴でもある立憲的保障が重要である。具

体的には,プ ロフェッショナルとして専門の仕事に従事し続けることや, 自分

の仕事を行ううえで必要な権限 。自律性などが制度として保障されていること

である。さらに,施 設 ・設備や資金など仕事を支援するハー ド面,な らびに情

報その他ソフト面の条件が備わっていることも重要である。

これらの特徴から明らかなように,こ こで理想とされているのは,個 人を内

部に取り込むのではなく(limited involvement),個人の活動をサポー トする

ような組織である。その役割は,社 会的なインフラストラクチャーのイメージ

に近い。したがって,こ のような特徴を備えた組織を 「インフラ型組織」

(infrastructural organization)と呼ぶことができよう (第2図)。

IV 研 究職 と事務職の比較分析

1.分 析方法

以上のように,企 業内プロフェッショナルは他の一般的なホワイトカラーと

比較すると,イ ンフラ型組織に対する指向が強く,逆 に有機的組織への指向は

弱いと考えられる。

この仮説を検証するため,職 業 ・仕事の性格のうえでもまた数のうえでも,

企業内プロフェッショナルの代表的な職種である研究職 と,最 も一般的なホワ
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第 2図  イ メージとしてのインフラ型組織

官僚制組織 有機的組織 インフラ型組織

○―○一-0-○ ―O

※ ○ は個人,実 線は組織,点 線はコミュニケーションを表す。

(大田1997, 157頁 )

イ トカ ラー であ る事務職 を取 り上 げて比較 す るこ とに した。

調査は,研 究開発部門を有する大手製造業 8社 に勤務する研究職180名,事

務職170名の計350名を対象に,1997年 10月に実施した。なお,学 歴や職位の差

がもたらす影響をできる限り排除するため,両 職種 とも,大 卒以上でかつ課長

レベルに達していない者を対象とした。

調査票は職制をとおして配布し,回 答後は各自で密封 ・投函させ回収した。

なお,調 査票の配布に際しては標本の抽出方法によるバイアスが生じないよう

に注意し,回 答は無記名かつ任意で行われた。

質問項目は,い ずれも先験的に有機的組織,イ ンフラ型組織それぞれの特徴

として導き出されたものであり,12項 目の質問に 「極めて重要」から 「全 く重

要でない」の 7点尺度上で回答を求めた。

有効回答数は計283,有 効回答率は80。9%で あった。

性別では,研 究職が男性 :86.4%,女 性 :13.6%,事 務職が男性 :82.3%,

女性 :17.7%で ある。なおいずれの項目への回答にも,男 女間で顕著な差はみ
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られなかった。

2.結 果

回答はまず,因 子分析にかけられた。第 1表がその結果である。固有値が 1

以上の因子の数は4で あり,第 1因子～第 4因子はそれぞれ,「 個と全体の一

体化」,「保障と支援」,「相互作用とコミュニケーション」,「組織と距離を置い

た関係」を表す因子と解釈される。

これらのうち,第 1因子は組織と個人の間での,第 3因子は水平方向におけ

る密接な関係を意味しており, ともに有機的組織の特徴を表す因子である。一

方,第 2因子と第 4因子はインフラ型組織の特徴に関係しており,前 者はその

積極的な側面,後 者は消極的な側面を表す。したがって,第 1因子と第3因子

の因子得点が高いほど有機的組織を指向し,第 2因子と第 4因子の得点が高い

ほどインフラ型組織を指向する傾向が強いということができる。

表から明らかなように,各 因子の負荷量が高い項目は,ほ ぼ当初の予想どお

りである。ただ,第 3因子の負荷量が高い 「組織内外の労働力移動が比較的オ

ープンである」の項目は,有 機的組織の特徴である垣根のない柔軟な組織形態

と,イ ンフラ型組織の特徴である労働市場への開放性の両方に解釈が分かれた

可能性がある。

つぎに,各 因子得点の平均値を職種間で比較した。第2表 はその結果である。

第 1因子は事務職,第 2因子は研究職の方が有意に高く,予 想どおりの結果と

なっている。また,第 3因子と第 4因子は,両 職種間に有意な差はないものの

傾向としては予想どおりである。

V 考 察

プロフェッショナルに関する先行研究の多 くが研究職や開発職 を対象にして

いることによって示されるように,研 究職は企業内プロフェッショナルの代表

的な職種である。これに対 して一般事務職は,専 門性が低いこと,外 部に準拠

集団をもつ者が少ないことなどの特徴から,典 型的なノン ・プロフェッショナ
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第 1表  組 織の特徴 についての重視度 (因子負荷■)

n=2 8 3

注 :(1)因子は固有値が 1以上のものである。

12)因子負荷量はバ リマックス回転後のものである。

僧)下線は因子負荷量の絶対値が0.3以上のものである。

因子 1 2       3       4

固有値 2.15    1.85    1.33    1.25

累積寄与率 (%) 17.9    33.4    44.4    54.8

1.会 社全体に関係する業務に携わり,貢 献で  .80  .13 -.00  .08

きる

2.個 人の仕事は会社全体の状況 と密接に関係   .75  .05  。 13 -。 11

している

3.組 織に対する強い一体化は要求されない  一 。10  .24 -.11  .58

4.自 分の仕事に関係する範囲での発言力は維

持 されているが,会 社全体の意思決定に参   .12  .02 -.06  .74

加することは強制されない

5.組 織内外の労働力移動が比較的オープンで  一 .21  .02  .41  .56

ある

6.専 門の仕事に従事 し続けることが保障され  ― .04  。 63 -.16  .29

ている

7.責 任の範囲は限定されていない (広い)   .03 -.17  .54  .30

8.個 々の仕事は他の仕事 と相互に関係 してい  。 14  .03  ,73 -.21

る

9.社 内のコミュニケーションが頻繁である   .14  。 34  .70 -.07

10。自分の仕事を行 ううえでの権限 ・自律性が  .09  。 63  .12  .19

保障されている

11.会 社全体に対 して忠誠心をもつ       。 70 -.09  .08 -,03

12.仕 事を支援するハー ド面(施設 ・設備など),
ならびにソフ ト面 (情報など)の 条件が十  .01  .79  .12 -.17

分に備わっている



プロフェッショナルとインフラ型組織   5 7

第 2表  重 視度の職種別比較 (因子得点の平均値 )

因子

職 種

個 と全体の一  保 障と支援
タト化

(第1因子)  (第 2因 子)

相互作用とコミ  組 織 と距離を
ュニケーション  置 いた関係
(第3因 子)  (第 4因 子)

研究職

(n=170)

事務職

(n=113)

一.091           .096         -.048           .048

.119         -.121           .067         -.077

注 i*は ,両 職種の間にp<.1(t分 布両側検定)で 有意差があることを示す。

ルといえる。実際に筆者が行った研究でも,そ の態度や行動にはプロフェッシ

ョナルとしての特徴はみられない。

分析の結果,研 究職は一般事務職に比較すると,イ ンフラ型組織の特徴であ

る側面を重視 し,逆 に有機的組織の特徴である側面を重視 しない傾向が明らか

になった。すなわち,こ れは前述の仮説を裏付けるものである。ただし,第 3,

第 4因 子では両職種間に有意差が表れなかった。これについては,つ ぎのよう

に解釈することができよう。

本来,重 視度を比較するには,現 状における充足度を一定にしておくことが

望ましい。充足度が重視度に影響する可能性があるからである。

一般に,大 企業の研究所で働 く研究職の場合,施 設,設 備,資 金,情 報など

は比較的充実しており,職 種,権 限 ・自律性なども一応保障されていることが

多い。言い換えれば,現 状がある程度インフラ型組織に近いのである。したが

って,そ のような現状をいわば当たり前のこととして受けとめているため,あ

えて 「重視 している」と回答しなかったのではなかろうか。一方,一 般事務職

の場合,そ れらの条件が必ずしも整っているとはいいがたい。とくに組織の末

端近 くに位置する者は,資 金その他の裁量権も乏しく, また人事のローテーシ

17)大 田(1994b)。
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ョンによって職種や配属は短期間で変わることが多い。

要するに,研 究職 と一般事務職とでは客観的な充足度に大きな格差があり,

理想とする客観的な水準にもかなり開きがあるかもしれないのである。すなわ

ち,回 答に表れた主観的な 「重視度」は,実 際に理想としている客観的水準の

格差よりもガヽさくなる可能性がある。

しかし,こ のように論理的に考えられるバイアスの方向は,今 回の分析で表

れた傾向をより増幅させるものであってその逆ではない。それは,イ ンタビュ

ーなど定性的調査の結果ともほぼ符合する。

VI む すぴ

プロフェッショナルは,一 般の労働者とは違った価値観や志向を有する。そ

して,組 織 ・仕事に対する関わり方も独特である。したがって,プ ロフェッシ

ョナルと組織を統合するためには,彼 らを主たる対象にしていない伝統的な理

論とは異なった枠組みを必要とする。

そして,適 合する組織の形態もまた違ってくるはずである。プロフェッショ

ナルには,伝 統的な理論が理想とするような有機的組織よりも,イ ンフラ型の

組織が適合すると考えられ,実 際に彼らはそのような組織を志向する傾向のあ

ることが明らかになった。

最初に述べたように,彼 らの能力を引き出し革新的 ・創造的な成果に結びつ

けていくためにも,こ のようなプロフェッショナル個人の指向を尊重する必要

がある。

そして,か りにモチベーションを一定と仮定しても,複 雑で専門化した顧客

や社会の要求に応えるためには,組 織による環境適応よりも個人による環境適

応の方が有効な場合がある。現に, コンサルタント会社や会計士事務所のよう

な専門職組織では,個 人による環境適応が行われている。そして組織の形態は

18)た とえば村上(1994)の経営コンサルティング企業を対象にした研究でも, とくにアメリ

カ型の企業は,知 的刺激,情 報収集といったインフラス トラクチャーの役割を果たしてい

ることが報告されている。
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1 8 )

インフラ型に近い。大企業の研究所などは,主 として労使関係や制度上の理由

から極端な形態を採用していないケースが多いものの,専 門機能の別会社化,

契約社員,ア ウトソーシングを利用した場合には急速にインフラ型に近づいて

いることをみると,条 件さえ整えばインフラ型がいっそう普及する可能性が高

レヽ 。

もちろん組織としては,こ のような条件を提供する一方で,厳 格な成果主義

(必ずしも短期的成果,金 銭的成果を意味しない)や ,場 合によっては有期契

約制などのチェック・システムを導入することが必要になるかもしれない。こ

れらの点については別の機会に論じることにしたい。
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